












　Ⅲ．Solvay v. Honeywell 事件の概要
































すが（特許法第 104 条の 3 第 1 項）、特許権の侵害に係る訴えは不法行為に関する訴
え（第 3条の 3第 8 号）であり、特許権の『存否又は効力』を訴訟物として争ってい
るものではないため、被告が抗弁として特許権の無効を主張したかどうかにかかわら
ず、第 3条の 5第 3 項の規定は適用されません」とされる（佐藤達文＝小林康彦 編
著『一問一答 平成 23 年民事訴訟法等改正――国際裁判管轄法制の整備』〔商事法務、
2012 年〕111 頁）。
⑷　Council Regulation (EC) No 44/2001 of 22 December 2000 on jurisdiction and the 
recognition and enforcement of judgments in civil and commercial matters, OJEC 
L12/1 of 16.1.2001.
⑸　ECJ の GAT事件（Gesellschaft für Antriebstechnik mbH & Co. KG v Lamellen und 
Kupplungsbau Beteiligungs KG, ECJ Case C-4/03, Judgment of 13 July 2006）参照。
⑹　この点、前掲注 3の立法担当者らの解説を前提とする限り、ブリュッセルⅠ規則 22


















た 2006 年の ECJ の先決判断⑻は、本拠地国を異にする複数の侵害者が関与
する場合について、一つの手続きで複数国での侵害全ての救済を得る途を閉
ざすものであった。2006 年の EJC の先決判断（Roche Nederland 事件と前
述のGAT事件の先決判断は共に 2006 年に下された）以降、欧州特許条約を
通じて取得された複数の並行特許権の侵害であっても、複数の侵害地国のう






⑻　ECJの Roche Nederland 事件（Roche Nederland BV and others v Frederick Primus, 
















があったが、ようやく 2012 年の Solvay v. Honeywell 事件⑾で明確な判断が
示された。この CJEU 先決判断は、欧州諸国で効力を有する特許権の権利
者にとっては極めて good news である。すなわち、Solvay v. Honeywell 事
⑼　ただし、複数の特許権につき 1度に救済を求め得る場合、1度に全ての特許権につ
いて敗訴するというリスクも抱えることになる。その点、特許権者側にとって、全て
を 1つの手続の対象にしないことは訴訟戦略的には利益にもなりえる。See, Annette 
Kur & Thomas Dreier, European Intellectual Property Law: Text, Cases and 











⑾　CJEU Case C-616/10, Judgment of 12 July 2012, Solvay SA v. Honeywell Fluorine 
Products Europe BV, Honeywell Belgium NV, Honeywell Europe NV; Rev. crit. DIP 
2013, p. 472 et s. (note Edouard Treppoz) ; Procédures, 2012, comm. 281, obs. Cyril 
Nourissat; Gaz. Pal. 2012, n°291, 292, p. 14, note L. Marino; Johann Pitz, “Forum Shopping 
















































⒀　Marketa Trimble, GLOBAL PATENTS: limits of Transnational Enforcement, 
Oxford University Press, 2012, esp., p. 39. この点について、さらに、「属地主義は、
事を処理するための規範的原則としての力の一部を失った」とも指摘される（See, 
Graeme B. Dinwoodie, “Extra-Territorial Application of IP Law: A View from 
America”, in (Stefan Leible and Ansgar Ohly (edited by)), Intellectual Property and 
Private International Law, Mohr Siebeci, 2009, p. 123.)。
⒁　平尾一成「TRIPS 協定発効後における改定米国特許法の国際取引への影響に関する
考察」国際商取引学会年報 14 号 31 頁（2012 年）、的場朝子「平尾報告コメント」国
際商取引学会年報 14 号 42 頁（2012 年）。


















に対する差止請求（特許法 100 条 1 項）、②特許権侵害製品の廃棄請求およ






⒃　Directive 2004/48/EC of 29 April 2004 on the enforcement of intellectual property 
rights[2004] OJ L195/16（「エンフォースメント指令」と呼ぶ）。この指令については、
別稿で検討を行っている（的場朝子『知的財産権に基づく侵害行為差止め仮処分の国
際裁判管轄〔特許庁委託平成 20 年度産業財産権研究推進事業（平成 20-22 年度）報告
書〕』〔財団法人知的財産研究所、2010 年〕、特に、その 2-6 頁）。










































Ⅲ．Solvay v. Honeywell 事件の概要
2009 年 3 月 6 日、欧州特許 EP 0 858 440（以下、本件特許と呼ぶ）の権
利者である Solvay SA（ベルギーで設立。以下では、原告 Solvay 社と呼ぶ）
は、Honeywell Fluorine Products Europe BV（ オ ラ ン ダ で 設 立 ）, 





-Gravenhage）で提起した。Honeywell international Inc. によって製造され
て被告Honeywell 社が販売している製品HFC-245 が、原告の本件特許を使
用した製品と酷似しているというのが理由であった。
原告Solvayは、特に、Honeywell Fluorine Products Europe BVと Honeywell 
京女法学　第 5号32
Belgium NVとが欧州全体で侵害行為を行い、Honeywell Europe NVが北欧と
中欧で侵害を行っていると主張した。
この侵害訴訟の係属中の 2009 年 12 月 9 日、原告 Solvay は、本案訴訟の
判決が下されるまでの間、被告Honeywell 社が侵害を行うことを仮に差し止
める保全命令（une demande incidente à l’encontre des sociétés Honeywell, 
sollicitant l’octroi d’une mesure provisoire portant interdiction de 
contrefaçon transfrontalière（仏）; an interim claim against the Honeywell 




















第 2 点：ブリュッセルⅠ規則 31 条と同規則 22 条 4 項との関係について
外国特許権侵害を理由とする保全命令手続中、被申立人（債務者）が当該




るのであり、かつ、ブリュッセルⅠ規則 22 条 4 項によって本案管轄を有す
る裁判所によって当該特許権が無効とされる十分な合理的可能性（une 
chance raisonnable et non négligeable）があれば、侵害差止めの保全命令
の発令は認められないことを前提とするものとする。









〔ブリュッセルⅠ規則 22 条 4 項の解釈について〕




















0 0 0 0 0
認めなかった。つまり、批判の強かったECJ の先例（前
掲の 2006 年 Roche Nederland 事件先決判断）自体を変更することはなかっ
た。




以下では、特に、ブリュッセルⅠ規則 22 条 4 項及び同規則 31 条の解釈を
中心として、まず、CJEUが、どのように、GAT事件先決判断で示された
⒅　Treppoz 教授は、このように本件先決判断の二重の「自制」（ブリュッセルⅠ規則 6
条 1項の解釈における自制とブリュッセルⅠ規則 22 条 4 項の解釈における自制）、な
いし「にえきらない解釈」（une evolution insuffisante）を批判する（Rev. crit. DIP 





セルⅠ規則 6条 1項に関する部分に簡単に触れる（Ⅳ 2（5））。
（1）ブリュッセルⅠ規則 22条 4項と同 31 条との関係
～GAT事件先決判断の射程範囲について
本件先決判断は、外国特許権の侵害が争われているときであっても、ブ








この点、ECJ は、かつて 2006 年の GAT事件先決判断で、ブリュッセル
Ⅰ規則 22 条 4 項の前身たるブリュッセル条約 16 条 4 項につき、「ブリュッ





⒆　Kur & Dreier, supra note 9, p. 510. (“In Solvay v. Honeywell, the ECJ further 
confirmed that as long as measures sought under Article 31 are of a preliminary 














Ⅰ規則 22 条 4 項が専属管轄を定めている趣旨（GAT事件先決判断で指摘
されたように、登録国以外の国の裁判所が権利の有効性についての判断を下
すことを認めることによる判断抵触の危険性）に反する事態は、保全手続に










21　的場・前掲注 16 文献 22-23 頁。






























23　Treppoz, supra note 11, esp., p. 484. 
24　“As a matter of principle, it is held by majority opinion that the only requirement 
京女法学　第 5号38























for a court to assume jurisdiction on the basis of Article 31 is that such competence 











従来、ECJ の Van Vden 事件をはじめとする複数の先決判断で示された
解釈26を通じて、ブリュッセルⅠ規則の解釈としては次のようなルールが導
かれるものと理解されている27。
26　Van Uden 事 件（Van Uden Maritime BV v Firma Deco-Line and Another, ECJ 
C-391/95 (Judgment of November 17, 1998), ECR Ⅰ -7091; Rev. crit. DIP 1999, pp.340 





渡哲編『EUの国際民事訴訟法判例』（信山社、2005 年）155 頁）。Miez 事件（Hans-
Hermann Mietz v Intership yachting Sneek BV, ECJ C-99/96 (Judgment of 27 April 
1999), 1999 ECR Ⅰ -2277; JDI 2001, pp.682-, note Leclerc (F.L.)）。これらのECJ 先決
判断については、的場朝子「欧州司法裁判所による保全命令関連判断――ブリュッセ
ル条約 24 条（規則 31 条）の解釈」神戸法学雑誌 58 巻 2 号 99 頁以下（2008 年）も参
照されたい。
27　2012 年の改正ブリュッセルⅠ規則（Regulation (EU) No 1215/2012 of the European 
Parliament and of the Council of 12 December 2012 on jurisdiction and the 
recognition and enforcement of judgments in civil and commercial matters (recast), 
OJ of the EU L 351/1 of 20. 12. 2012）では、これまでのECJ 先決判断で示された解
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全命令」






















































































にも CJEUは、本件事案のような場合について、ブリュッセルⅠ規則 6条 1
項にいうところの「矛盾判断の危険」が生じ得るとし、複数侵害者に対する
訴えについての併合管轄が認められる可能性を認めた。
理由は、Roche Nederland 事件において ECJ が採ったブリュッセルⅠ規














示す論者もある。理由は主に、学界からの批判の大きかった 2つの 2006 年
ECJ 先決判断（GAT事件、Roche Nederland 事件）の立場を変更する貴重
な機会であったにもかかわらず、CJEUが基本的には従来からの解釈を維持
したことにあった。





















29　Cyril Nourissat（supra note 11）も、これまでのECJ ないし CJEUの先決判断の一
般的傾向を全体として見ても、Solvay 事件先決判断で示された立場は驚くにあたらな
いと指摘する。
30　Cyril Nourissat, supra note 11.
31　ただし、厳密には、EU構成国のうちでこの制度に参加することを決めた国々の間
での統一特許ということになるようである。
32　Regulation (EU) No 1257/2012 of the European Parliament and of the Council of 17 
December 2012 implementing enhanced cooperation in the area of the creation of 
unitary patent protection. この規則については、和文文献では、ゾンタック＝中村・
後掲注 34 を参照。そこでは、規則名を「統一特許保護の創設の領域における強化さ
れた協力を実施する 2012 年 12 月 17 日付け欧州議会および理事会規則（EU）第
1257/2012 号」（UP規則）と訳されている。また、この採択にいたる過程については、
See, Kur & Dreier, supra note 9, pp. 151 et s.; Steve Peers, “The Constitutional 
Implications of the EU Patent,” European Constitutional Law Review, 2011, p. 229.











ブリュッセルⅠ（recast）規則（Regulation (EU) No 1215/2012）、または、
新ルガノ条約37の適用があると規定する。さらに、統一特許裁判所協定 89





機 能 条 約（the Treaty on the Functioning of the European Union (Consolidated 
version of the Treaty on the Functioning of the European Union, [2010] OJ C 83/47) 
(TFEU)）218 条 11 項に基づいてCJEUに対して法的意見（a legal opinion）を求めた
ところ、2011 年 3 月 8 日、CJEUは、当初予定されていた統一特許裁判制度の合意が
EU条約及び EU機能条約とは整合しないとの結論を導いた（Opinion 1/09 of the 
Court (Full Court), [2011] ECR Ⅰ‒01137）。その後、このCJEUの意見を受けて、EU
理事会は合意の修正を図った。2012 年の「統一特許裁判所合意」は、当初予定されて
いたものとは異なってEU加盟国のみを対象としている。






36　この点については、Johann Pitz 博士（弁護士）（前掲注 9）からもご教示を得た。
記して感謝したい（もちろん、本稿に誤りがあれば、全て筆者の責にかかるものであ
る）。
37　新ルガノ条約（Convention on jurisdiction and the recognition and enforcement of 
judgments in civil and commercial matters, done at Lugano on 30 October 2007）。
京女法学　第 5号46


















リュッセルⅠ規則 6条 1 項）、または、保全命令管轄と特許権の有効性等を
審理する管轄の規律（同規則 22 条 4 項，31 条）との関係については今のと
ころ改正される予定はないようである40。
Solvay 事件先決判断で示された解釈のうち、ブリュッセルⅠ規則 22 条 4
項と同 31 条との関係については、統一特許裁判所の制度の下では重要性を
38　ゾンタック＝中村・前掲注 34、43 頁の表が分かりやすい。
39　Proposal for a Regulation of a Parliament and Concil amending Regulation (EU) No 
1215/2012 on jurisdiction and the recognition and enforcement of judgments in civil 
and commercial matters, COM (2013) 554 final.
40　保全命令管轄とその命令の承認・執行との関係については、前述のように、既にブ
リュッセルⅠ（recast）規則（Regulation (EU) No 1215/2012）で、改正がなされている。
外国特許権侵害に関する仮処分命令申立事件と特許権無効の主張（的場） 47
失うであろうとの指摘41もある。しかし、Solvay 事件先決判断で示されたブ





41　See, Jérome Passa, Droit de la propriété industrielle, Tome 2, 2013, LGDJ, p. 789
（Solvay 事件について触れた上で、このように指摘する）．
